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農 研 機 構 

（公社）日本農業法人協会 

 

強い日本農業実現のために 

－農研機構と日本農業法人協会が連携を強化－ 

 

農研機構と日本農業法人協会は、農業及び畜産分野における生産現場の強化及び経営力

の強化を連携・協力して推進し、最先端の研究成果の普及を通じて、我が国の農業・農村の発

展及び国民生活の向上に寄与することを目的に連携・協力に関する協定を締結しました。 

 

我が国の農林水産業が持続的に維持・発展するためには、外国産との差別化や生産性の向

上を可能にする技術を生み出し、生産者及び地域が将来に夢や展望を持てるようにすることが

重要です。 

 このため、農研機構では、最先端の研究成果をいち早く農業生産現場に浸透させ、各地域の

競争力強化に繋げることを目標として、実用化段階にある研究成果を組み合わせた、実証試

験・普及活動を推進し実施することとしています。 

 また、日本農業法人協会では、地域農業の核として、全国に１，８７７法人（２０１６年７月現在）

を有し、農業を産業とすべく、農業生産現場における様々な課題に取り組んでいます。 

 本協定の下、農研機構と日本農業法人協会とは、農研機構の持つ最先端の研究成果を日本

農業法人協会の会員を通じて農業生産現場にいち早く普及させるとともに、農業生産現場に

おける課題解決のため、農研機構がサポートを行うなど、強い日本農業の実現のため相互に連

携・協力します。 

 

連携・協力事項は、以下のとおりです。（詳細は別添参照） 

○課題解決のための共同研究等の推進 

○新技術・新品種等の農業生産現場への早期導入のための相互連携 

○農業生産現場における技術的な諸問題を解決するための研究成果の活用 

○問題意識及び情報等共有のための体制の構築 

 

問い合わせ先                                  

事  務  局：農研機構 本部連携広報部連携企画室長 高橋ひとみ TEL:029-838-8629  

広報担当者：農研機構 本部連携広報部広報課長     齋藤  薫 TEL:029-838-8988     

広報担当者：公益社団法人日本農業法人協会 政策課 岸本 淳平 TEL:03-6268-9500 

 

 

※農研機構（のうけんきこう）は、国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構のコミュニケーションネーム（通称）です。 

新聞、TV 等の報道でも当機構の名称としては「農研機構」のご使用をお願い申し上げます。 

tel:029-838-8988
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（別添）

農研機構と日本農業法人協会との連携・協力事項

１．目的

農研機構と日本農業法人協会は、強い日本農業実現のために、農業及び畜産
分野における生産現場の強化及び経営力の強化を相互に連携・協力し推進する
ことにより、我が国の農業・農村の発展及び国民生活の向上に寄与することを目
的とする。

２．連携・協力事項

（１）課題解決のための共同研究等の推進に関する事項

・日本農業法人協会の会員の方々が抱える、農業生産現場における課題又
は要望等のニーズを農研機構の研究テーマに反映させ、共同で課題解決に
取り組みます。

（２）新技術・新品種等の農業生産現場への早期導入のための相互連携に関する
事項

・農研機構が開発した有望な新技術・新品種を、希望する日本農業法人協会
の会員の方々に、試行的に経営規模で実施して頂き、経営面での効果等も含
めた実証を行います。

（３）農業生産現場における技術的な諸問題を解決するための研究成果の活用に
関する事項

・日本農業法人協会の会員から生産技術、病害虫対策等の農業生産現場に
おける技術相談があった際、農研機構の専門の研究者が問題解決にあたるほ
か、公設の試験研究機関及び大学等とも連携し、農研機構がワンストップで技
術的なサポートを実施します。

（４）問題意識及び情報等の共有のための体制の構築に関する事項

・農研機構と日本農業法人協会は、問題意識及び情報等の共有の場として、
連携協議会を設置し、定期的に意見交換を行うことにより連携を強化していき
ます。
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強い日本農業実現のために 

－農研機構と日本農業法人協会が連携を強化－ 

農研機構理事長 井邊時雄 

 

１．趣旨 

本日、私ども農研機構と日本農業法人協会は、連携・協力に関するための協定を締結しました。 

その目的は、日本農業法人協会と連携・協力して農業生産現場に役立つ成果を生み出してい

くとともに、最先端の研究成果の普及を進め、農業生産現場を強化することを通じて、我が国の

農業・農村の発展及び国民生活の向上に寄与することです。 

 

２．期待するところ 

（１）農研機構はこれまでも、研究の加速や研究成果の普及を促進する目的で、様々な機関と連携

協定を締結してきましたが、今回の日本農業法人協会との連携には、特別の意味があります。皆

様ご存知の通り、日本農業法人協会は、全国に地域農業の核となる大規模な農家や経営感覚

に優れた農家を多数、会員に抱えています（１，８７７法人（２０１６年７月現在））。本協定の締結は、

農研機構が、従来の県、普及組織等を通じた間接的な研究成果の伝達に加え、これら先端的な

農家と農研機構が直接につながり、相互のコミュニケーションを通じて研究成果を生み出し普及

していこうという意思表示です。 

  

（２）農業及び畜産分野のイノーベーションが求められていますが、新技術や新品種が農業生産現

場に広がるには、5 年、10 年と言った単位の年数が必要でした。 

    その原因としては、種子の増殖には年数が必要といった技術的な理由もありますが、新たな研

究成果を使うことが農家の慣行や経営を変えることになるため、その効果に確信が持てるまで導

入しない農家が多いことが大きな原因だと考えています。 

  

（３）近年、大規模な生産法人や経営感覚に優れた農家が増え、地域の農業生産現場を支えるよう

になってきました。これら生産者の中には、新たな技術や品種の導入に熱心で、最新の研究成

果への関心が高い方が多くおられ、その中には自ら研究に参加したいと考える方が出て来てい

ます。このような方々と農研機構が直接につながり、最新の研究成果をお試しいただくことや共

同で研究に取り組むこと等を通じて、相互にコミュニケーションしながら研究成果の利用を加速し

ていきたいと考えています。 

 

（４）なお、近年、農研機構は農家の圃場をお借りして、実証試験を行い、実用化段階にある研究成

果の体系化を進めることに力を入れてきました。これによって成果の普及が加速されてきたことが、

大きな自信となっており、今回の連携にもつながっています。 



 

３．今後の取組 

（１）具体的な取り組みにつきましては、これからよく日本農業法人協会と協議をして、理解を得なが

ら進めていきたいと考えていますが、以下の手順で関係を深めていければ、と考えています。 

 

①まずは、最新の研究成果を知ってもらう取り組み（農研機構の機関紙の配布、農業分野

別の説明会の開催等）を通じて、新技術への理解を深めます。 

 

②これと並行して、日本農業法人協会会員からの技術相談を受けること等を通じて、農研

機構への信頼を高めていきます。このためには、農研機構のコンサルテーション能力も高

めていく必要があり、そのための人員の強化（コミュニケーター等の増員）を行っていきます。 

 

③そのうえで、希望者をつのり、現場に普及する前の農研機構の研究成果を、試験的に導

入してもらいます。その評価結果は研究にフィードバックしますし、良い成果が出れば、そ

のまま拡大してもらいます。 

 

④さらに、現場の課題を提案していただき、これを解決するため、ともに研究していく、農業

者自らが研究を行い農研機構がこれをサポートしてく形に進んでいくことを期待しています。 

 

（２）なお、農研機構がすべての農家や生産法人と直接につながることは困難ですので、県・普及組

織等と連携して研究成果の社会実装を進めることにつきましても、引き続き重視していきたいと考

えています。 

 

４．考えられる連携のテーマ 

（１）日本農業法人協会の個々の会員の方とは、従来から共同で実証的な研究を行ってきており、

例えば宮城県では大区画圃場において畑作機械を使ったプラウ耕グレーンドリル体系による水

稲乾田直播の実証試験を行い、この稲・麦・大豆生産を行う輪作体系では、コストを半分近くに

できることが実証されています。 

 

（２）今後は、大規模な農家の方々が抱える最大の課題である労働力不足の問題に対応するため、

ICT 技術を活用し、フィールドサーバーによる環境情報取得、農作業ロボット体系の確立など、

自動化・省力化技術の実用化などが有力な協力の分野だと考えています。 

 

５．最後に 

本協定の締結が、農研機構と日本農業法人協会が一致協力して、農業生産現場における課

題を解決し、強い日本農業を実現するための契機になることを強く期待して、私の挨拶といたしま

す。 

 




